
再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業及び 

災害等廃棄物処理基金事業 実施要領 

 

第１ 趣旨 

本事業は、地域環境保全対策費補助金及び災害廃棄物処理促進費補助金（以

下「補助金」という。）を、東北地方を中心とした被災地等の地方公共団体に

交付して基金を造成し、この基金を活用することにより、環境先進地域（エコ

タウン）の構築に資するため、再生可能エネルギー等の地域資源を活用した災

害に強い自立・分散型エネルギーシステムの導入等を支援する事業、並びに東

日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法（平成 23 年法

律第 99 号）の趣旨に鑑み、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及

び助成に関する法律（平成 23 年法律第 40 号）第２条第２項に規定する特定被

災地方公共団体である市町村（以下「特定被災地方公共団体」という。）又は

特定被災地方公共団体等で構成する一部事務組合及び広域連合が実施する災

害廃棄物の収集、運搬及び処分に係る事業を支援する事業（以下「基金事業」

という。）を実施することを目的とする。 

また、基金事業により生じた売電収入を管理するため基金内に別勘定を設け、

又は新たに基金（以下「管理基金」という。）を造成し、この管理基金を活用

し、環境先進地域（エコタウン）の維持及び構築に資するため、再生可能エネ

ルギー等の地域資源を活用した災害に強い自立・分散型エネルギーシステムの

運用等を継続的に行う事業（以下「管理基金事業」という。）を実施する事を

目的とする。 

 

第２ 運営主体 

１．基金の運営主体は、次のとおりとする。 

  ① 第３の１（１）で定める再生可能エネルギー等導入推進事業 

    青森県、岩手県、宮城県、仙台市、秋田県、山形県、福島県、茨城県 

  ② 第３の１（２）で定める災害等廃棄物処理事業 

    北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、

新潟県、長野県 

２．管理基金の運用主体は、次のとおりとする。 

青森県、岩手県、宮城県、仙台市、秋田県、山形県、福島県、茨城県並び

に第２の１．➀に定める運営主体となる県等から交付された補助金を元に事

業を実施する市町村（指定都市を除く）、一部事務組合及び広域連合（以下

「管理基金実施市町村等」という。）とする。 

 

第３ 基金事業等の内容 

１．基金事業は、補助金により第２の１に定める運営主体となる道県等（以下

単に「道県等」という。）において造成された基金を活用して地方公共団体

が行う次の事業とし、対象事業の範囲については、別表第１の１及び別表第



１の２のとおりとする。 

（１）再生可能エネルギー等導入推進事業 

   再生可能エネルギー等の地域資源を徹底活用し、災害に強い自立・分散

型のエネルギーシステムを導入し、環境先進地域（エコタウン）を構築す

ることに資する事業であって、以下の各号に該当する事業 

① 地域資源活用詳細調査事業 

② 公共施設再生可能エネルギー等導入事業 

③ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業 

④ 風力・地熱発電事業等導入支援事業 

⑤ その他環境大臣が必要と認める事業 

 

（２）災害等廃棄物処理事業 

  東日本大震災により生じた災害廃棄物を特定被災地方公共団体（特定被災

地方公共団体等で構成する一部事務組合及び広域連合を含む。）が「災害廃

棄物処理事業の国庫補助について」（平成 19 年４月２日付け環廃対発第

070402002 号事務次官通知）に則り実施する事業であって、以下の各号に該

当する事業 

① ごみ処理事業 

② し尿処理事業 

 

２．管理基金事業は、第２の１．➀に定める県・指定都市及び管理基金実施市

町村等において造成された管理基金を活用して第２の１．➀に定める県・指

定都市及び管理基金実施市町村等が行う次の事業とする。事業は、基金事業

で導入した設備に対して優先して行うものとする。 

① 基金事業で導入した再生可能エネルギー発電設備等に対する維持管理、

更新に係る事業 

② 基金事業以外を活用し、導入した再生可能エネルギー発電設備等に対す

る維持管理、更新に係る事業 

③ その他、環境省総合環境政策局長が管理基金事業として定めた事業 

 

 

第４ 基金事業に要する経費 

  基金事業に要する経費は、別表第２の 1 及び別表第２の２により算出した

額（算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

るものとする。ただし、基金事業の精算時において生じた 1,000 円未満の端

数はこの限りでない。）とし、対象経費の内容については、第３の１（１）の

事業については別表第３及び別表第４、第３の１（２）の事業については、「東

日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業の取扱いについて」（平成 23 年５月

２日付け環廃対発第 110502003 号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

廃棄物対策課長通知）の別紙「東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業の



取扱いについて」の第２のとおりとする。 

 

第５ 基金等の運営 

１．基金等の造成 

 （１）基金は、平成 23 年度地域環境保全対策費補助金（再生可能エネルギー

等導入地方公共団体支援基金）及び災害廃棄物処理促進費補助金（災害

等廃棄物処理基金）交付要綱（平成 23 年 11 月 30 日付け環政計発第

111130001 号、環廃対発第 111130001 号。以下「交付要綱」という。）に

基づき、国からの補助金を受けて造成するものとする。その交付の申請

は、交付要綱で定める交付申請書に関係書類を添えて、平成 24 年３月 26

日までに環境大臣に提出して行うものとする。ただし、基金の造成にあ

たり、議会の議決を必要とする場合で、本文の期限により難い場合その

他やむを得ない事情がある場合には、別途環境大臣が認める日までとす

る。 

 （２）基金は、地域環境保全対策費補助金（再生可能エネルギー等導入地方

公共団体支援基金）、災害廃棄物処理促進費補助金（災害等廃棄物処理基

金）を区分して積み立てるものとする。 

（３）管理基金は、基金事業から売電による収入が発生するまでに造成するも

のとする。ただし、管理基金の造成にあたり、議会の議決を必要とする場

合で本文の期限により難い場合その他やむを得ない事情がある場合には、

別途環境大臣が認める日までとする。 

 

２．基金等の運用方法 

   基金及び管理基金の運用については、次の方法によるものとする。 

   ① 国債、地方債その他確実かつ有利な有価証券の取得 

   ② 金融機関への預金 

③ 信託業務を営む銀行又は信託銀行への金銭信託（ただし、元本保証

のあるものに限る。） 

 

３．基金等の果実 

（１）基金の運用によって生じた果実は、基金に繰り入れ、基金事業に要す  

る経費に充てることができる。ただし、第５の１（２）において区分した

予算費目の区分を超えて基金に繰り入れることはできない。 

 （２）管理基金の運用によって生じた果実は、管理基金に繰り入れ、管理基

金事業に要する経費に充てることができる。 

 

４．基金等の取崩し等の制限 

 （１）基金（基金の運用によって生じた果実を含む。）は、第３の１に掲げる

基金事業を実施する場合を除き、これを取り崩してはならない。 

 （２）基金は各予算費目（地域環境保全対策費補助金、災害廃棄物処理促進



費補助金）相互に流用することはできない。 

 （３）管理基金（管理基金の運用によって生じた果実を含む）は、第３の２

に掲げる管理基金事業を実施する場合を除き、これを取り崩してはなら

ない。 

 

５．基金の残額の取扱い 

   道県等は、計画されている基金事業が全て終了したとき又は基金事業の

実施期限を経過したときに、基金に残額がある場合は国費相当額（基金の

運用によって生じた果実を含む。）を国庫に返還しなければならない。 

 

６．基金事業等の事業計画等 

（１）再生可能エネルギー等導入推進事業 

① 第２の１．➀に定める県・指定都市は、補助金の交付申請時に再生可  

能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業計画書（全体計画書）（様

式第１号）を作成し、環境省総合環境政策局長（以下「総合環境政策局

長」という。）に提出し、その確認を受けるとともに、その内容を公表

するものとする。 

② 県・指定都市は、各年度の開始前に再生可能エネルギー等導入地方公 

共団体支援基金事業計画書（各年度計画書）（様式第２号）を作成し、

総合環境政策局長に提出し、その確認を受けるとともに、その内容を公

表するものとする。ただし、平成 24 年度にあっては、基金事業の実施

にあたり、議会の議決を必要とする場合で、本文の期限により難い場合

にあっては、議会の議決後速やかに提出するものとする。 

③ 県・指定都市は、各年度計画書を変更しようとする場合には、あらか

じめ再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業変更計画書

（様式第３号）を作成し、総合環境政策局長に提出し、その確認を受け

るものとする。ただし、基金事業の個別事業相互間における事業費の２

割以内の流用である場合には、この限りでない。 

④ 県・指定都市は、毎年度末に、当該年度に実施した基金事業について

再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業状況報告書（各年

度報告書）（様式第４号）を作成し、当該年度末の翌々月 20 日までに総

合環境政策局長に提出し、その確認を受けるとともに、その内容を公表

するものとする。 

⑤ 岩手県、宮城県及び福島県は、様式第５号により基金事業に係る運営

及び管理に関する基本的事項（基金の名称、基金の額、国費相当額、基

金事業等の概要のほか、基金事業等の終了時期、基金事業の目標、基金

を財源とした給付対象事務又は事務の採択に当たっての申請方法、申請

期限、審査基準、審査体制）について、第５の６．（１）④に規定する

報告を総合環境政策局長に行った後速やかに公表しなければならない。 

 



（２）災害等廃棄物処理事業 

① 第２の１②に定める道県は、補助金の交付申請時に災害等廃棄物処理

基金事業計画書（様式第６号）を作成し、環境省大臣官房廃棄物・リサ

イクル対策部長（以下「廃棄物・リサイクル対策部長」という。）に提

出し、その確認を受けるものとする。 

② 道県は、前号の計画を変更しようとする場合には、あらかじめ災害等

廃棄物処理基金事業変更計画書（様式第７号）を作成し、廃棄物・リサ

イクル対策部長に提出し、その確認を受けるものとする。 

③ 道県は、毎年度末に、当該年度に実施した基金事業について災害等廃

棄物処理基金事業状況報告書（各年度報告書）（様式第８号）を作成し、

当該年度末の翌々月 20日までに廃棄物・リサイクル対策部長に提出し、

その確認を受けるものとする。 

（３）管理基金事業 

第２の１．➀に定める県・指定都市は、年度末に、当該年度に実施した  

管理基金事業について管理基金事業状況報告書（各年度報告書）（様式第９

号）を作成し、管理基金実施市町村等から第２の１．➀に定める県・指定都

市に対して報告を受けた管理基金事業状況報告を併せて、当該年度末の翌々

月 20 日までに総合環境政策局長に提出するものとする。また、第２の１．

➀に定める県・指定都市並びに管理基金実施市町村等は、その内容を公表す

るものとする。 

 

７．基金事業の実施期限 

 （１）基金事業の実施期限は、次のとおりとする。ただし、実施期限まで実

施した基金事業に係る精算手続きについては、当該実施期限の翌年度５

月末までとする。 

   ① 再生可能エネルギー等導入推進事業 

     平成 27 年度末（ただし、岩手県、宮城県及び福島県においては、平

成 32 年度末） 

   ② 災害等廃棄物処理事業 

     平成 25 年度末 

 

８．基金事業の中止又は廃止 

 （１）道県等は、第５の７の規定にかかわらず、基金事業を中止又は廃止し

ようとするときは、あらかじめ再生可能エネルギー等導入地方公共団体

支援基金事業又は災害等廃棄物処理基金事業中止（廃止）承認申請書（様

式第 10 号）を作成し、第３の１（１）の事業については総合環境政策局

長、第３の１（２）の事業については廃棄物・リサイクル対策部長に提

出し、その承認を受けなければならないものとする。 

 （２）（１）に定める部局長（以下「担当部局長」という。）は、（１）を承認

する場合において、必要に応じて条件を付することができるものとする。 



 

９．基金事業等の事故の報告 

 （１）道県等は、基金事業の遂行が困難になった場合のほか、その他事故の

あった場合においては、担当部局長に速やかに報告し、その指示を受け

なければならない。 

 （２）第２の１．➀に定める県・指定都市及び管理基金実施市町村等は、管

理基金事業の遂行が困難になった場合の他、その他事故のあった場合に

おいては、総合環境政策局長に速やかに報告しなければならない。 

 

10．基金事業等の終了等 

（１）環境大臣は、次に掲げる場合には、基金事業について終了又は変更を

命じることができるものとする。 

① 道県等が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30 年法律第 179 号。以下「適化法」という。）、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適

化法施行令」という。）、交付要綱若しくはこの要領又はこれらに基づ

く環境大臣の処分若しくは指示に違反した場合 

② 道県等が、基金を基金事業以外の用途に使用した場合 

③ 道県等が、基金事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をし

た場合 

④ その他基金事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

（２）環境大臣は、（１）の終了又は変更を命じた場合において、期限を付し

て、基金から支出した金額に相当する金額について、基金に充当するこ

とを命ずることができるものとする。 

（３）（２）の期限内に基金に充当がなされない場合には、環境大臣は未納に

係る額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 5.0％の割合で計算し

た延滞金の基金への充当を併せて命ずるものとする。 

 （４）基金の解散後において、事業実施者等から返還があった場合には、こ

れを国庫に納付しなければならない。 

（５）環境大臣は、次に掲げる場合には、管理基金事業について変更を命じる

ことができるものとする。 

① 第２の１．➀に定める県・指定都市及び管理基金実施市町村等が、交

付要綱若しくはこの要領又はこれらに基づく環境大臣の処分若しくは

指示に違反した場合 

② 第２の１．➀に定める県・指定都市及び管理基金実施市町村等が、管

理基金を管理基金事業以外の用途に使用した場合 

③ 第２の１．➀に定める県・指定都市及び管理基金実施市町村等が、管

理基金事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

 

11．基金事業等の経理等 



 （１）基金は地域環境保全対策費補助金（再生可能エネルギー等導入地方公

共団体支援基金）及び災害廃棄物処理促進費補助金（災害等廃棄物処理

基金）を区分して経理をしなければならない。 

 （２）道県等は、基金事業及び管理基金事業の経理について、経費ごとに会

計帳簿を備え、他の経理と明確に区分して収入額及び支出額を記載し、

基金の使途を明らかにしておかなければならない。 

 （３）道県等は、（２）の経理を行う場合は、その支出の内容を証する書類を

整備して、会計帳簿とともに基金事業及び管理基金事業の完了した日（第

５の８による基金事業の中止又は廃止の承認を受けた場合及び第５の 10

による基金事業の終了を命ぜられた場合を含む。）の属する会計年度の終

了後５年間、担当部局長の要求があったときは、いつでも閲覧に供する

ことができるよう保存しておかなければならない。 

（４）管理基金実施市町村等は、管理基金事業の経理について、経費ごとに会

計帳簿を備え、他の経理と明確に区分して収入額及び支出額を記載し、基

金の使途を明らかにしておかなければならない。 

 （５）管理基金実施市町村等は、（３）の経理を行う場合は、その支出の内容

を証する書類を整備して、会計帳簿とともに管理基金事業の完了した日

の属する会計年度の終了後５年間、総合環境政策局長の要求があったと

きは、いつでも閲覧に供することができるよう保存しておかなければな

らない。 

 

12．基金事業等の検査等 

 （１）環境大臣は、基金事業及び管理基金事業の適正を期するために必要が

あるときは、道県等に対し報告を求め、又は環境省職員に立ち入り、帳

簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることがで

きるものとする。 

（２）環境大臣は、管理基金事業の適正を期するために必要があるときは、管

理基金実施市町村等に対し報告を求め、又は環境省職員に立ち入り、帳簿

書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる

ものとする。 

 （３）環境大臣は、（１）の調査により、基金事業において適化法、適化法施

行令、交付要綱若しくはこの要領の内容に適合しない事実が明らかにな

った場合には、道県等に対し、適合させるための措置をとるべきことを

命ずることができるものとし、（１）又は（２）の調査により、管理基金

事業において、交付要綱もしくはこの要領の内容に適合しない事実が明

らかになった場合には、第２の１．➀に定める県・指定都市及び管理基

金実施市町村等に対し、適合させるための措置をとるべきことを命ずる

ことができるものとする。 

 

第６ 基金事業の実施の方法 



１．契約等 

地方公共団体における基金事業の実施に係る契約の際には、各道県等の財

務規則等に基づく競争性のある手続きを原則とするが、契約の性質又は目的

が競争を許さない場合については、例外的に随意契約に準じた手続きによる

ものとし、各道県等の財務規則等に基づき、契約するものとする。 

 

２．補助事業 

道県等は、基金事業の実施に係る補助の際には、交付申請その他の手続き

等の補助要綱等を定め、実施するものとする。この場合、交付の条件として、

適化法、適化法施行令、交付要綱及びこの要領に定める事項を付さなければ

ならない。なお、地方公共団体が第３の１（１）又は（２）に規定する基金

事業を実施する場合において、基金を財源として市町村（第３の１の事業を

実施する場合にあっては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 284 条に

規定する一部事務組合及び広域連合を含む。以下、同じ。）に補助金（補助

率１０／１０を上限）を交付することができる。また、第３の１（２）の事

業を実施する場合にあっては、特定被災地方公共団体等で構成する一部事務

組合又は広域連合が行った事業により生じた特定被災地方公共団体の負担

額についても、基金を財源として当該一部事務組合等を構成する特定被災地

方公共団体に補助金の交付を行うことができる。 

 

３．事業効果の継続性 

   第３の１（１）に規定する基金事業において、蓄電池設備に接続する太

陽光発電設備等の発電設備の法定耐用年数期間内は、蓄電池設備の機能の

維持に努め、適切な管理を行わなければならない。 

 

第７ 事業の上積み 

（１）道県等は、第３の１に定める基金事業を実施するとともに、併せて、第

３の１（１）の事業を行う場合は、自らの財源により、事業の上積みがで

きるものとする。 

（２）第２の１．➀に定める県・指定都市及び管理基金実施市町村等は、第３

の２に定める管理基金事業を実施するとともに、併せて、自らの財源によ

り、事業の上積みができるものとする。 

 

第８ 事業効果の把握 

  道県等（第６の規定により市町村補助事業を実施する場合には市町村。以

下同じ）は、事業の実施による以下に定める事業効果のほか関連する効果を

把握するものとする。 

（１）再生可能エネルギー等導入推進事業 

① 導入した再生可能エネルギー等による発電量等 

② 防災拠点における再生可能エネルギーの普及率 



（２）災害等廃棄物処理事業 

  ① 災害廃棄物の処理量 

 

第９ 基金事業の実績報告 

（１）道県等は、基金事業が全て終了したとき又は第５の７で定める基金事業

の実施期限を経過したときは、その日（ただし、当該事業費の支出を出納

整理期間に行うものである場合には、出納整理期間の末日）から１か月以

内に再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業実績報告書（様

式第 11 号）又は災害等廃棄物処理基金事業実績報告書（様式第８号）を作

成し、担当部局長に提出しなければならないものとする。 

（２）環境大臣は、（１）の実績報告を受けた場合には、その書類の内容を審査

し、必要があるときは、道県等に対し報告を求め、又は環境省職員に立ち

入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させ、そ

の報告に係る基金事業が適正に行われたかどうかを調査することができる

ものとする。 

（３）環境大臣は、（２）の調査により、適化法、適化法施行令、交付要綱又は

この要領の内容に適合しない事実が明らかになった場合には、道県等に対

し、適合させるための措置をとるべきことを命ずることができるものとす

る。 

 

第１０ 財産の管理等 

（１）道県等は、基金事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）については、基金事業の完了後においても、善良な管

理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運

用を図らなければならない。 

（２）環境大臣は、道県等が取得財産等を処分することにより収入があり、又

はあると見込まれるときは、その収入の全部又は一部を国に納付させるこ

とができるものとする。 

 

第１１ 財産の処分の制限 

（１）取得財産等のうち、適化法施行令第 13 条第４号及び第５号の規定に基づ

き環境大臣が定める処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加価格

が単価 50 万円を超える機械器具、備品及びその他重要な財産とする。 

（２）適化法第 22 条に定める財産の処分を制限する期間は、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）で定める期間とする。 

（３）道県等は、（２）の規定により定められた期間内において、処分を制限さ

れた取得財産等を処分しようとするときは、「環境省所管の補助金等で取得

した財産の処分承認基準について」（平成 20 年５月 15 日付け環境会発第

080515002 号。以下「財産処分承認基準」という。）に定める別紙様式１に

よる申請書を環境大臣に提出し、その承認を受けずに、補助金の交付の目



的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又

は廃棄してはならない。ただし、財産処分承認基準に定める包括承認事項

に係るものであって、財産処分承認基準に定める別紙様式２を環境大臣に

提出し、受理されたものについては、環境大臣の承認があったものとして

取り扱うものとする。 

（４）第 10 の（２）の規定は、（３）の承認をする場合において準用する。 

（５）（４）に基づく納付については、交付要綱第 14 条第３項の規定を準用す

る。 

 

第１２ その他 

この要領に定めるもののほか、基金事業等に関し必要な事項は、第３の１

（１）の事業及び管理基金事業については総合環境政策局環境計画課長、第３

の１（２）の事業については大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課

長が定めるものとする。 

 

 

（附則）（平成 23 年 11 月 30 日付け環政計発第 111130001 号、環廃対発第

111130001 号） 

この要領は、平成 23 年 11 月 30 日から施行する。 

 

（附則）（平成 24 年 9 月 18 日付け環政計発第 120918301 号） 

この要領は、平成 24 年９月 18 日から施行する。 

 

（附則）（平成 27 年 2 月 25 日付け環政計発第 1502251 号） 

この要領は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第１１の規定につい

ては、平成 23 年 11 月 30 日に遡って適用する。 

 

（附則）（平成 28 年 1 月 21 日付け環政計発第 1601212 号） 

 １．この要領は、平成 28 年 1 月 21 日から施行する。 

 ２．岩手県、宮城県及び福島県においては、第５の６．（１）②、③及び④並

びに第９の（１）に定める様式について、平成 32 年度までの内容を記載す

る。 



別表第１の１ 

事業項目 事業名 事業実施主体 事業内容 

再生可能エネルギー

等導入推進事業 

地域資源活用詳細調査

事業 
県又は指定都市 

災害に強い自立・分散型エネルギーシステムを導入し、環境

先進地域（エコタウン）の構築に資するため、地域の防災拠

点等に再生可能エネルギー等を導入するために必要な事業

計画の策定や調査、調整等を実施する事業 

公共施設再生可能エネ

ルギー等導入事業 
地方公共団体 

地方公共団体が所有する公共施設等であって、地域の防災拠

点や災害時等に地域住民の生活等に不可欠な都市機能を維

持することが必要な施設等において、再生可能エネルギー等

を導入する事業 

民間施設再生可能エネ

ルギー等導入推進事業 
民間事業者 

県・指定都市が補助又は利子補給（地方公共団体が制度融資

をするものに限る。）により実施する事業であって、地域住

民をはじめとした不特定多数の人が利用するなど、災害時等

において地域の防災拠点となり得る施設において、再生可能

エネルギー等を導入する事業 

風力・地熱発電事業等

導入支援事業 
民間事業者 

県・指定都市が補助又は利子補給（地方公共団体が制度融資

をするものに限る。）により実施する事業であって、風力発

電設備や地熱発電設備等を導入し、発電を行う事業 



別表第１の２ 

事業項目 事業名 事業実施主体 事業内容 

災害等廃棄物処理事

業 

ごみ処理事業及びし尿

処理事業 
地方公共団体 

（ごみ処理事業） 

（１）特定被災地方公共団体（特定被災地方公共団体等で構

成する一部事務組合及び広域連合を含む。以下、この表に

おいて同じ。）が実施する大震災により生じた災害廃棄物

（自動車、船舶を含む。）の収集・運搬及び処分を行う処

理事業（公物管理者が存在する地域において、災害廃棄物

を特定被災地方公共団体が実施主体となって処理する事

業を含む。）であって、民間事業者及び市町村への委託を

含むものとする。 

（２）東日本大震災により、特定被災地方公共団体が解体の

必要があると判断した家屋・事業所等であって、災害廃棄

物として処理することが適当と認められるものについて

特定被災地方公共団体が行う解体、収集・運搬及び処分を

含むものとする。 

なお、上記解体処理事業については、個人住宅、分譲マ

ンション、賃貸マンション（中小企業基本法第２条に規定

する中小企業者（中小企業基本法第２条に規定する中小企

業者並みの公益法人等を含む。以下「中小企業者」という。）

が所有するものに限る。）、事業所等（中小企業者が所有す

るものに限る。）並びに地方公共団体の所有に属する建物

であって、他の復旧事業の対象とならないもの及び「災害

等廃棄物処理事業の国庫補助について」（平成 19 年４月２

日付け環廃対発第 070402002 号環境事務次官通知）の別紙



 

の４に基づく交付申請時において復旧計画が未定である

ものを対象とする。 

（３）特定被災地方公共団体内に事業所を有する大企業であ

って、次の要件のいずれかを満たす場合、大震災により生

じたがれきの収集・運搬及び処分を特定被災地方公共団体

が実施する場合は対象とする。 

①東日本大震災発生後２月間の売上額若しくは受注額が

前年同期に比して 100 分の 20 以上減少したもの 

②対象事業者と対象特定被災地方公共団体内に事業所を

有する事業者との取引依存度が 100 分の 20 以上のも

の 

③対象特定被災地方公共団体内にある企業の事務所の従

業員数の割合が２割以上のもの 

（し尿処理事業） 

東日本大震災により、特定被災地方公共団体が特に必要と認

めた仮設便所、集団避難所等より排出されたし尿の収集・運

搬及び処分を行う事業。 



別表第２の１ 

事業項目 事業名 事業実施主体 事業に要する経費 

再生可能エネ

ルギー等導入

推進事業 

地域資源活用

詳細調査事業 
県又は指定都市 

当該事業に要する総事業費から単独事業費、寄付金その他の収

入の額を控除した額の定額 

公共施設再生

可能エネルギ

ー等導入事業 

地方公共団体 

当該事業に要する総事業費から単独事業費、寄付金その他の収

入の額を控除した額の定額 

高効率照明、高効率空調の導入分については、当該事業に要す

る総事業費から単独事業費、寄付金その他の収入の額を控除し

た額に３分の２を乗じて得た額を上限とする額 

（ただし、照明については、屋内高所照明であり、高効率の為

の交換を主目的とせず、点灯時に大きな電圧が必要となる水銀

灯を更新する場合、又は道路灯・街路灯の場合は除く。） 

民間施設再生

可能エネルギ

ー等導入推進

事業 

民間事業者（再生可能エネルギー

等発電設備を用いて再生可能エネ

ルギー源を変換して得られた電気

を専ら自らの施設等において消費

する場合） 

当該事業に要する総事業費から寄付金その他の収入の額を控

除した額に３分の１を乗じて得た額を上限とする額 

ただし、特定被災地方公共団体の市町村内で実施する事業

は、当該事業に要する総事業費から寄付金その他の収入の額を

控除した額に２分の１を乗じて得た額を上限とする額 

民間事業者（上記以外の場合） 

当該事業に要する総事業費のうち金融機関からの融資に係る

借入残高について、当該借入残高に年利３％の利子助成率を乗

じた利息相当額（ただし、約定償還により計算した償還利息額

を限度とする。） 



 

風力・地熱発電

事業等導入支

援事業 

民間事業者（風力発電設備や地熱

発電設備等を導入し得られた電気

を専ら電力会社へ売電する場合） 

当該事業に要する総事業費のうち金融機関からの融資に係る

借入残高について、当該借入残高に年利３％の利子助成率を乗

じた利息相当額（ただし、約定償還により計算した償還利息額

を限度とする。） 

民間事業者（地熱発電設備の導入

にあたり必要な地質調査等を実施

する場合） 

当該事業に要する総事業費から寄付金その他の収入の額を控

除した額に２分の１を乗じて得た額を上限とする額 



別表第２の２ 

 

事業項目 事業名 事業実施主体 事業に要する経費 

災害等廃棄物処理事

業 

ごみ処理事業及びし尿

処理事業 
地方公共団体 

「災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害

復旧費補助金の取扱いについて」（平成 19 年４月２日付け環

廃対発第 070402003 号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対

策部長通知）の別紙の第１により提出のあった災害等報告書

に基づき、環境省が算出し道県に通知した額 



別表第３ 

 

事業区分 対象経費 

地域資源活用詳細調

査事業 

事業を行うために必要な業務費（旅費、謝金、消耗品費、印刷製

本費、通信運搬費、借料・損料、会議費、賃金、雑役務費及び委

託料)並びにその他必要な経費で環境大臣が承認した経費 

公共施設再生可能エ

ネルギー等導入事業 

事業を行うために必要な設計費、本工事費、付帯工事費、機械器

具費、測量及び試験費、事務費及び業務費（旅費、謝金、消耗品

費、印刷製本費、通信運搬費、借料・損料、会議費、賃金、雑役

務費及び委託料)並びにその他必要な経費で環境大臣が承認した

経費 

民間施設再生可能エ

ネルギー等導入推進

事業 

事業を行うために必要な設計費、本工事費、付帯工事費、機械器

具費、測量及び試験費、事務費及び業務費（旅費、謝金、消耗品

費、印刷製本費、通信運搬費、借料・損料、会議費、賃金、雑役

務費及び委託料)並びにその他必要な経費で環境大臣が承認した

経費 

風力・地熱発電事業

等導入支援事業 

事業を行うために必要な設計費、本工事費、付帯工事費、機械器

具費、測量及び試験費、事務費及び業務費（旅費、謝金、消耗品

費、印刷製本費、通信運搬費、借料・損料、会議費、賃金、雑役

務費及び委託料)並びにその他必要な経費で環境大臣が承認した

経費 



別表第４ 

区分 費目 細目 内容 

設計費 

 

 

工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計費 

 

 

本工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計費 

監理費 

 

（直接工事費） 

材料費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

直接経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本設計、実施設計に要する費用 

工事監理に要する費用 

 

 

事業を行うために直接必要な材料の購

入費をいい、これに要する運搬費、保管

料を含むものとする。この材料単価は、

建設物価（建設物価調査会編）、積算資

料（経済調査会編）等を参考の上、事業

の実施の時期、地域の実態及び他事業と

の関連を考慮して事業実施可能な単価

とすること。 

 

 

本工事に直接必要な労務者に対する賃

金等の人件費をいう。この労務単価は、

毎年度農林水産、国土交通の２省が協議

して決定した「公共工事設計労務単価

表」を準用し、事業の実施の時期、地域

の実態及び他事業との関連を考慮して

事業実施可能な単価とすること。 

 

 

事業を行うために直接必要とする経費

であり、次の費用をいう。 

①特許権使用料（契約に基づき使用する

特許の使用料及び派出する技術者等に

要する費用）、 

②水道、光熱、電力料（事業を行うため

に必要な電力電灯使用料及び用水使用

料）、 

③機械経費（事業を行うために必要な機

械の使用に要する経費（材料費、労務費

を除く。）） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付帯工事費 

 

 

 

 

機械器具費 

 

 

 

 

測量及試験費 

 

 

 

 

 

（間接工事費） 

共通仮設費 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場管理費 

 

 

 

 

 

一般管理費 

 

 

次の費用をいう。 

①事業を行うために直接必要な機械器

具等の運搬、移動に要する費用、 

②準備、後片付け整地等に要する費用、 

③機械の設置撤去及び仮道布設現道補

修等に要する費用、 

④技術管理に要する費用、 

⑤交通の管理、安全施設に要する費用 

 

請負業者が事業を行うために直接必要

な現場経費であって、労務管理費、水道

光熱費、消耗品費、通信交通費その他に

要する費用をいい、類似の事業を参考に

決定する。 

 

請負業者が事業を行うために直接必要

な法定福利費、修繕維持費、事務用品費、

通信交通費をいい、類似の事業を参考に

決定する。 

 

 

本工事費に付随する直接必要な工事に

要する必要最小限度の範囲で、経費の算

定方法は本工事費に準じて算定するこ

と。 

 

事業を行うために直接必要な建築用、小

運搬用その他工事用機械器具の購入、借

料、運搬、据付け、撤去、修繕及び製作

に要する経費をいう。 

 

事業を行うために直接必要な調査、測費

量、基本設計、実施設計、工事監理及び

試験に要する経費をいう。また、補助事

業者が直接、調査、測量、基本設計、実

施設計、工事監理及び試験を行う場合に

おいてこれに要する材料費、労務費、労



 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

 

 

事務費 

務者保険料等の費用をいい、請負又は委

託により調査、測量、基本設計、実施設

計、工事監理及び試験を施工する場合に

おいては請負費又は委託料の費用をい

う。 

 

事業を行うために直接必要な事務に要

する共済費、賃金、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料及賃借料及び備品購

入費をいい、内容については別表第５の

とおりとする。事務費は、設計費及び工

事費の金額に対し、次の表の区分毎に定

められた率を乗じて得られた額の合計

額の範囲内とする。 

 

号 区分 率 

１ 
5,000 万円以下の金額

に対して 
６．５％ 

２ 
5,000 万円を超え１億

円以下の金額に対して 
５．５％ 

３ 
１億円を超える金額に

対して 
４．５％ 

 

 



別表第５ 

１区分 ２費目 ３細目 ４細 分 ５ 内    容 

事務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共済費 

 

 

 

賃金 

 

 

旅費 

 

 

需用費 

 

 

 

 

 

 

 

 

役務費 

 

 

委託料 

 

 

 

使用料及 

賃借料 

 

 

備品購入 

費 

 

社会保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印刷製本費 

 

 

 

消耗品費 

 

 

 

 

通信運搬費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この費目から支弁される労務者に対する共

済組合負担金と事業主負担保険料をいう。 

 

 

この費目から支弁される事務手続きのため

に必要な労務者に対する給与をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続きのため

に必要な交通移動に係る経費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続きのため

に必要な設計用紙等印刷、写真焼付及び図

面焼増等に係る経費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続きのため

に必要な各種事務用品類（備品購入費に係

るものを除く）の購入のために必要な経費

をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続きのため

に必要な郵便料等通信費をいう。 

 

この費目から支弁される業務の一部を外注

する場合に発生する特殊な技能又は資格を

必要とする業務に要する経費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続きのため

に必要な器具機械借料及び損料、会場使用

料並びに物品等使用料及び損料をいう。 

 

この費目から支弁される事務用品類、参考

図書、現場用作業衣等雑具類の購入のため

に必要な経費をいう。 

  

 


